
さぬき市監査委員公告第２号 
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さぬき市監査委員

定期監査・行政監査結果報告書

平成３１年３月



1 監査の種類

2 監査対象

財務に関する事務の執行及び行政事務の執行

（１） 平成２９年度分　

（２） 平成３０年度（４月１日から基準日まで）

①実地監査に関する基準日・・・・・・平成３０年１０月３１日

②各課等対象監査に関する基準日・・・平成３０年１１月３０日

3 監査の評価項目及び実施内容

4 監査日程

（１）監査期間

平成３０年１２月４日から平成３１年１月２９日まで

（２）監査実施日及び実施場所

　①実地監査

寒川図書館 生涯学習課

12月4日

長尾中学校

教育委員会事務局

学校教育課・教育総務課

志度中学校 学校教育課・教育総務課

志度図書館 生涯学習課

12月5日

さぬき南小学校 学校教育課・教育総務課

さぬき南中学校 学校教育課・教育総務課

平成３０年度定期監査及び行政監査の結果について

　地方自治法第１９９条第１項、第２項及び第４項に基づく定期監査及び行政
監査

　予算、議決、法令等に基づく適正性のほか、経済性、効率性及び有効性に主
眼を置き監査を実施した。
　特に、地方自治法第２条第１４項（最少の経費で最大の効果を挙げる。）及
び第１５条（組織及び運営の合理化等）の規定の趣旨にのっとって事務事業が
実施されているかに重点を置いた。
　また、市の内部統制（リスク・マネジメントの業務上のリスクや手順を見え
る形にし、危険を予防・抑制するためのリスク管理の手法）に注視するととも
に、市行政改革実施計画（平成２７年度～平成３０年度）の取組項目に掲げら
れた項目の進捗状況についても監査を実施した。
　監査は、各部署から関係書類の提出を求めるとともに、説明を聴取して実施
した。

実施月日 対象施設・実施場所 所管課等
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②各課等監査

長尾支所

国保・健康課

長寿障害福祉課

子育て支援課

子育て支援課　幼保連携推進室

介護保険課

福祉総務課

津田支所

教育総務課

教育総務課　学校再編対策室

学校教育課

生涯学習課

寒川支所

大川支所

地域情報課

下水道課

秘書広報課

秘書広報課

男女共同参画・国際交流推進室　

管財課

建設課

都市計画課

商工観光課

土地改良課

農林水産課

総務企画課

患者サービス課

施設管理課

会計課

議事課

生活環境課

市民課

税務課

 税務課　債権管理室

人権推進課

1月25日

市民病院
市民病院

２階会議室

会計管理者

本庁
４階会議室

議会事務局

監査委員事務局

1月28日 市民部

1月23日
総務部

本庁
４階会議室

建設経済部

1月24日
建設経済部

農業委員会事務局

1月18日

総務部

教育委員会
１階会議室教育委員会事務局

1月22日

総務部

寒川支所

大川支所

建設経済部

津田診療所 津田診療所

1月17日

総務部

福祉事務所
２階会議室健康福祉部

実施月日 部署名等 実施場所
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総務課　危機管理室

総務課

政策課

政策課　予算調整室

選挙管理委員会事務局

5 監査結果

【監査結果の評価及区分の基準】※監査結果の取扱基準

①

②

③

④

⑤

①

②

③

④

①

②

①

②特に要望する必要があると認められるもの

検討事項 今後、是正又は改善のための検討が必要と認められるもの

特別な理由により、是正又は改善に長期間にわたって時間が必
要と認められるもの

委員意見 監査結果に基づき、意見を述べる必要があると認められるもの

事務処理における軽度な誤り等で、直ちに補正すれば特段の支
障がないもの

今後、是正又は改善の必要があるもの

その他、適正を欠くもので特に注意を要すると認められるもの

著しく適正を欠くもので是正する必要があるもの

すでに指摘事項、指導注意事項及び検討事項となっている案件
で、是正又は改善の措置や検討がされていないもの

指導注意事項 指摘事項のうち、軽微な誤謬等と見受けられるもの

指摘事項
法令等（法律、政令、省令、条例、規則、要綱、基準等）に違
反しているもの

予算の目的及び範囲に違反しているもの

著しく不経済又は非効率的執行となっているもの

1月29日
総務部 本庁

４階会議室

　監査の結果、事務の執行については、おおむね適正に処理されていたが、別
記のとおり監査委員の意見を付すものである。
　当該事項について措置を講じたときは、地方自治法第１９９条第１２項の規
定により、その旨を監査委員に通知されたい。
　なお、通知は、監査結果を公表した日から起算して３か月を経過する日の属
する月の月末までを目処に行われたい。
　また、監査期間中に判明した軽微な指摘事項、改善事項等については、全監
版都市監査基準第６条（指導的機能の発揮）により、適宜、口頭にて助言を
行った。
　今後も、法令等を遵守し、厳正かつ適正な経営に係る事務事業の実施に努め
られたい。

区　分 基　　準

3



指摘又は意見等

指摘・意見等の
内容

 金券等の管理については、受払簿の訂正が多いものや訂正印
が無いといった不適切な事務も見られたが、おおむね適正に
管理されていた。
　しかし、郵券の受払簿の様式の統一が図れていないため、
管理方法（受払数、残数、確認方法、確認印等）に差異があ
る。
　全庁的に受払簿の様式を統一し、管理方法も部署によって
差異がないよう周知徹底されたい。

　また、駐車券のプリペイドカードについて、特別会計で管
理しているものについて、一般会計の管理記録簿と様式が異
なるものが見受けられたことから、市として様式の統一を図
り同様の管理とされたい。

監査結果の区分 検討事項 対象組織 総務部総務課

指摘・意見等の
項目

　金券等の管理簿の様式統一について

平成３０年度定期監査・行政監査結果

監査年度 ２０１８（平成３０） 年度 結果№ 1
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指摘又は意見等

　時間外勤務は、平成２９年度、平成３０年度ともに、総務
部及び建設経済部の職員に多くみられる。
　また、それ以外の部署でも特定の係に時間外勤務が多い傾
向が見受けられる。
　時間外勤務が多い、また休暇取得が少ない部署において
は、安全衛生管理と人員配置に配慮を望むものである。

　また、専門性も大切ではあるが、同一部署が長期勤続の職
員にはキャリアパス（経験を積み、新たな能力や技術を身に
つける等）の観点からも、特定の職員に業務が固定されない
よう計画的な人員配置を検討されたい。

指摘・意見等の
内容

　人事管理（人事異動や評価等）及び労務管理（勤務時間や
休暇管理等）においては、管理の効率化を図るためのシステ
ム化も検討し、より適切な人員配置によって組織力の向上を
図られたい。

監査結果の区分 委員意見 対象組織 総務部秘書広報課

指摘・意見等の
項目

　適切な人事管理及び労務管理等について

平成３０年度定期監査・行政監査結果

監査年度 ２０１８（平成３０） 年度 結果№ 2
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指摘又は意見等

指摘・意見等の
内容

監査結果の区分 検討事項 対象組織
総務部

健康福祉部
教育委員会事務局

指摘・意見等の
項目

　学校等業務に伴う自家用車の公務使用及び事務の効率化に
ついて

　「さぬき市職員の自家用車の公務使用に関する取扱要綱で
は、「市有自動車（以下、「公用車」という。）を使用する
ことが困難」で、かつ「公共交通機関等を利用する場合より
効率的で円滑な公務の遂行が可能となるときに限り」、登録
を受けた職員の自家用車の公務使用を承認している。
　これは、公務には公用車又は公共交通機関を使用すること
が原則であるが、それらによることが困難かつ非効率な場合
にのみ登録を受けた自家用車の使用を認めるものである。

　小学校、中学校、幼稚園、保育所及び児童館（以下、「学
校等」という。）には、日常業務としての逓送文書の送受業
務や児童の送迎、物品購入、職員の出張・研修等があるが、
公用車配備がないため自家用車若しくは徒歩で公務を行って
いる。

　全職員の庁外業務に公用車を配備することは非常に困難で
あると理解するものであるが、日々必ず移動を要する公務に
おいては、職員のリスクや負担の軽減を考慮し、優先的に公
用車を配備することを再検討されたい。

　自家用車の公務使用中に交通事故が発生したときは、当該
自家用車で加入する職員個人の責任保険等又は任意保険を
もって損害を賠償し、第三者等への示談等の交渉も職員が行
うこととなっており職員のリスクや精神的負担が大きい。

　また、自家用車使用に伴う旅費（費用弁償含む。）請求で
は、逓送便での文書を受け取る支所等が離れた学校等は、そ
の都度、旅行命令権者の承認を受け、旅費を算出し、その旅
費請求の手書き事務が発生している。
　旅費請求があったものだけで、その旅行命令回数が約３千
件、旅費請求書数が約１千枚（平成２９年度分）となってい
る。
　市内移動が多いため一回当たりの交通費は数十円から数百
円と安価のため、学校等の年間旅費請求額は約１２５万円
（平成２９年度）であるが、その旅行命令、旅費請求及びそ
れら審査のための労力や時間は、非常に非効率で経済性に欠

平成３０年度定期監査・行政監査結果

監査年度 ２０１８（平成３０） 年度 結果№ 3
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けると言える。
　また、旅費請求していない場合があるとのことであり、自
家用車の公務使用による旅費の実費は不明である。
　旅費請求の誤りを減らすための事務の正確性を高めること
はもとより、手書き事務の削減やペーパーレス化の検討、現
行の逓送便の見直し等、多面的かつ柔軟に改善を検討された
い。
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指摘又は意見等

監査結果の区分 指摘事項 対象組織 総務部政策課

指摘・意見等の
項目

　ＰＲサポーター活動奨励金の検証等について

平成３０年度定期監査・行政監査結果

監査年度 ２０１８（平成３０） 年度 結果№ 4

指摘・意見等の
内容

　「奨励金」とは、特定の事業を保護・奨励するために交付
される金銭であり、補助金、助成金、給付金等と呼ばれる場
合もある。
　さぬき市ＰＲサポーター活動奨励金交付要綱（以下、「要
綱」という。）は、さぬき市補助金交付規則の下で規定され
る要綱であると解する。

　上記の交付額は、要綱第４条第２項の「特に市のイメージ
アップ及びＰＲ効果に貢献すると認め、市長が別に定める
額」として、平成２８年度において「今回に限り」との限定
措置として７１万９千円の交付決定がされた経緯があるが、
その後、平成２９年度及び平成３０年度は１００万円の交付
決定がされ、それらの額は第１項に規定する基本的な額（５
万円）の１４倍から２０倍となっている。
　奨励金交付団体が、当初から現在まで同一の１団体のみで
あること、さらに要綱第４条第１項に定める基本的な交付額
から大幅に増額された額で継続的に支出されており、公平性
に欠ける。

　また、地方自治法では、市は予算の執行の適正を期するた
め、補助金等の交付を受けた者（終局の受領者を含む。）に
対して、その状況を調査し、又は報告を徴することができる
こと（第２２１条第２項）が定められている。
　要綱の目的は、市民にも賛同と理解を得られるものである
と考えるが、ＰＲ活動の効果がさぬき市にどのように発揮さ
れているものかの検証が行われていない。

　要綱施行（平成２４年１０月）以降に認定されたサポー
ターは６団体であるが、平成３０年度は２団体である。その
うち、当初から今年度までの間で奨励金交付団体は１団体
（同一団体）のみとなっている。

　要綱第４条第１項では、団体の県外活動には５万円以内の
奨励金額が定められているが、その交付団体へは次の金額が
交付されている。
　平成２８年度　　７１万９千円（確定額）
　平成２９年度　１００万円（確定額）
　平成３０年度　１００万円（交付決定額）
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　ＰＲ活動の効果などはすぐに発揮されるものではないと理
解するが、市が期待する効果が発揮されるまでの期間や効果
指標を定め、公金支出の公益性及び有効性を検証されたい。

　補助金等は公益上必要な場合に支出できる現金給付であ
り、公共の利益の維持・向上に寄与するものでなければなら
ない。
　市全体で補助金の見直しに取り組んでいる中で漫然と支出
されることがないよう、公平性を確保されたい。

　なお、さぬき市補助金等交付規則第１８条では、３年を超
えない範囲で補助金等の充実、整理、統合、廃止その他の見
直しに努めなければならないと規定されていることを申し添
えるものである。
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指摘又は意見等

平成３０年度定期監査・行政監査結果

監査年度 ２０１８（平成３０） 年度 結果№

指摘・意見等の
内容

　正面玄関や裏口などの出入口を映す防犯カメラの設置がな
いところは、未然に事故・事件を防ぐ意味で設置されたい。

監査結果の区分 指導注意事項 対象組織
教育総務課

（小学校、中学校）

指摘・意見等の
項目

　防犯カメラの設置場所の改善について

監査結果の区分 指導注意事項 対象組織
学校教育課

（小学校、中学校）

指摘・意見等の
項目

　金銭管理簿及び郵券受払簿の管理について

6

監査年度 ２０１８（平成３０） 年度 結果№ 5

指摘・意見等の
内容

　金銭（郵券も金券であるため同様）は、定期的に学校長な
ど管理者がチェックする体制をとるなど、厳重及び慎重に取
扱う体制を取られたい。
　また、金銭管理簿及び郵券受払簿の管理について、次のよ
うな不適切な点が見られたので改善されるとともに、管理簿
の様式を統一するなど事務改善をされたい。

　○領収書に領収年月日の記載がない。
　○金額の修正がされている。
　○記載事項が鉛筆書きである。
　○押印・金額の記載がない。
　○金銭管理簿が学校によって違い、管理が統一されていな
い。
　○管理簿と通帳の金額が一致しない。
　○長期間、管理簿の記載がない。
　○郵券受払簿に残量及び残金金額の記載がない。
　○備品シールの貼付がない。
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２０１８（平成３０） 年度 結果№ 7

指摘・意見等の
内容

　金銭管理簿には必要がないと思われる個人情報も一緒に保
管されているところがあった。生徒の個人情報については、
厳重に保管管理をされたい。

監査結果の区分 指導注意事項 対象組織
学校教育課

（小学校、中学校）

指摘・意見等の
項目

　個人情報の管理について

監査年度
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